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地域医療介護総合確保基金の活用について

（平成29年１月27日医政地発0127号第１号厚生労働省医政局地域医療計画課長
通知「地域医療介護総合確保基金（医療分）に係る標準事業例及び標準単価の設
定について」）より一部抜粋

県では地域医療介護総合確保基金の活用に当たって、国の示す下記標準事業例を参考としな
がら、毎年基金計画を作成・実施し、地域医療構想を推進している。

※全体版は参考資料２

参考資料１
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地域医療介護総合確保基金の活用について

※全体版は参考資料２

（平成29年１月27日医政地発0127号
第１号厚生労働省医政局地域医療
計画課長通知

「地域医療介護総合確保基金（医療
分）に係る標準事業例及び標準単価
の設定について」）より一部抜粋



3

本県で活用例のある基金事業について

出典：厚労労働省ＨＰ
「病床機能再編支援事業（事業区分Ⅰ－２）」

・秋田周辺
（3医療機関）
・由利本荘・にかほ
（1医療機関）
・湯沢・雄勝
（2医療機関）

Ａのみ

・由利本荘・にかほ
（1病院）

Ｃ＋Ｄ＋①

・能代・山本
（2医療機関）
・秋田周辺
（2医療機関）
・由利本荘・にかほ
（1医療機関）
・大仙・仙北
（1医療機関）
・湯沢・雄勝
（1医療機関）

①のみ

本県実績

・活用事例なし

複数医療機関の
統合の活用事例
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本県で活用例のある基金事業について

内容項目

１病室あたり25㎡×整備後の区域の病床数×181,600円基準額

病床機能報告制度における回復期病床への転換を促進するために必要な施設
又は設備の整備に要する工事費又は工事請負費

対象経費

１／２補助率

病床機能報告制度における回復期病床への転換を促進するために必要な施設
または設備の整備に対する支援を行うことにより、在宅医療の実施体制強化を
図る。

目的

（１）病床機能分化連携促進施設整備事業
病院又は有床診療所が行う、回復期機能の提供に必要な施設の整備。

（２）病床機能分化連携促進設備整備事業
病院又は有床診療所が行う、回復期機能の提供に必要な設備の整備。

交付対象事業

１．施設の整備に対する補助金

①秋田県病床機能分化連携促進事業費補助金
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本県で活用例のある基金事業について

内容項目

（１）診療所施設整備事業
別表２に定める１平方メートルあたり単価×次に掲げる基準面積

（基準面積：1,000㎡）
（２）病院解体事業

適正な解体費用の実支出額

【別表２】１平方メートルあたり単価表

基準額

（１）地域に必要な医療を提供する有床・無床診療所の整備に要する工事費又
は工事請負費

（２）（１）の施設整備に伴う解体に要する工事費又は工事請負費

対象経費

１／２補助率

地域医療構想を推進するために必要な施設の整備に対する支援を行うことにより、地域に必要な医療
提供体制の構築を図る。

目的

（１）診療所施設整備事業
地域に必要な医療を提供する、有床・無床診療所の新築・増改築に係る施設の整備

（２）病院解体事業
（１）の施設整備に伴う、既存施設（病院等）の解体

補助対象事業

②秋田県地域医療構想推進施設設備等補助金

１　種目等 ２　構造別 ３　単価

鉄筋コンクリート 214,600

ブロック 187,100

鉄筋コンクリート 172,300

ブロック 150,100

木造 172,300

病院

診療所
（豪雪地区（秋田県全
域））
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本県で活用例のある基金事業について（予定）

内容項目

（１）地域医療連携推進法人の立上げに係る経費補助対象事業

地域医療構想調整会議において合意が得られた複数医療機関が関わる病床機能の分化・連携に係
る計画や方針（事業区分 1－２（病床機能再編支援補助金）に係る単独病床機能再編計画や統合計画
など）を踏まえ、病床機能の転換・病床数の減少・複数医療機関の再編について具体の取組を進めて
いくことを目的として地域医療連携推進法人を立ち上げる場合、立上げ時に必要となる費用として以下
の経費（病床機能分化・連携に係る費用に限る）を補助対象として差し支えありません。
ただし、補助対象の期間は、地域医療連携推進法人設立前後の３年間を上限とします。

・会議費・説明会費・旅費・法人事務局経費（法人設立経費を含む）
・共同研修に係る経費・調査分析、事業計画策定、監査などの委託費
・職員の異動や派遣等に伴う経費

対象経費

③地域医療推進法人等地域連携支援事業（予定）

（１）標準事業例「５.病床の機能分化・連携を推進するための基盤整備」
標準事業例５については、「地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備
に関する事業」を対象としていますが、以下に掲げる経費についても、当該事業に関連するも
のとして対象として差し支えありません。

以下、令和５年５月24日医政地発0524号第１号厚生労働省医政局地域医療計画課長通知「地域医療介護総合確保
基金（医療分）に係る標準事業例の取扱いについて」）より一部抜粋
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本県で活用例のある基金事業について

３．その他本県の基金活用事例について
その他本県で取り組んでいる基金事業については下記の県ＨＰにある年度別計画に記載
【検索】「秋田県 地域医療総合確保基金について」
【ＵＲＬ】https://www.pref.akita.lg.jp/pages/archive/42305

内容項目

高度急性期、急性期及び慢性期の３区分の病床を１０％以上削減する医療機関
に対し、削減病床１床あたり、病床稼働率に応じた額を交付

交付額

１０／１０補助率

地域医療構想の実現のため、病院又は診療所であって療養病床又は一般病床
を有するもの（以下「医療機関」という。）が、地域の関係者間の合意の上、地域
医療構想に即した病床機能再編を実施する場合、減少する病床数に応じた給付
金を支給することにより、地域医療構想の実現に向けた取組を支援する。

目的

（１）単独支援給付金支給事業
地域医療構想の実現に向け、病床数を減少する医療機関に対する給付事業

交付対象事業

２．病床の削減に対する給付金

①秋田県単独病床機能再編支援給付金


